
 

 

 

 

 

 

                                  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かとう知っとこ情報（第 128版） 

ホームページ・Instagram・Facebook でも情報発信中！ 
発行日：令和 7年 1月 20 日 
発 行：加 東 市 商 工 会 

【基本的な課題認識と対応の方向性】  
●予算・税・制度改正等の政策手段を総動員し、中小企業・小規模事業者等の飛躍的成長、規模拡大、新事業進出・事業

転換、生産性向上・省力化等の投資を促すとともに、中小企業・小規模事業者の持続的な賃上げにつなげ、地域経済の

好循環と成長型経済への転換を実現する。など 

【１】持続的賃上げ実現に向けた中小企業の成長・生産性向上・省力化投資支援  
中小企業・小規模事業者等の飛躍的成長、規模拡大、新事業進出・事業転換、生産性向上・省力化等の投資を促すとと

もに、中小企業・小規模事業者の持続的な賃上げにつなげ、地域経済の好循環と成長型経済への転換を実現する。 

■中小企業生産性革命推進事業【3,400 億円】 

成長加速化補助金、ものづくり補助金・IT 導入補助金・小規模事業者持続化補助金・事業承継・Ｍ＆Ａ補助金 

■中小企業新事業進出促進事業（新事業進出補助金）【既存基金の内数】 

■中小企業省力化投資促進事業（省力化補助金）【既存基金の内数】 

■中堅・中小大規模成長投資補助金【1,400 億円】＋R7 当初【8.7 億円】   など 

【２】物価高、人手不足等の厳しい経営環境への対応  【４】事業承継、再編等を通じた変革の推進 
【３】小規模事業者支援、災害からの早期復旧支援   【５】中小企業・小規模事業者の活性化、地域課題解決に向けた 

取組支援の推進 
税制改正事項  
■中小企業経営強化税制（拡充・延長） 

■中小企業投資促進税制（延長） 
中小企業の設備投資を更に後押しするため、一定の設備投

資を行った場合に税額控除又は特別償却の適用を認める措

置を２年間延長。 

■固定資産税の特例措置（拡充・延長） 
賃上げを表明する企業を対象に、設備投資に伴う固定資産

税の特例措置を２年間延長するとともに、賃上げ率に応じて

軽減率を引き上げる（課税標準を最大で５年間 1/4） 

■法人税軽減税率（延長） 
資金繰り負担を緩和し、財務基盤を強化するため、中小企業者等の

年間 800万円以下の所得に対する税率を 19％から 15％に軽減する

措置を 2 年間延長。※単年所得 10 億超の場 19％から 17％に軽減 

■中小企業防災・減災投資促進税制（延長） 

■地域未来投資促進税制（拡充・延長） 

■事業承継税制（見直し） 

中小企業・小規模事業者・地域経済関係予算案等のポイント 
（令和６年度補正・令和７年度当初予算案）一部抜粋 

詳しくは「中小企業庁 HP」をご確認ください。https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/ 

確定申告書類の提出期間 

令和７年２月１７日（月）～３月１７日（月）  

令和 6年分の所得税確定申告の 5つの変更点まとめ（一部抜粋） 

1．定額減税の実施 

■対象は、国内において所得金額が 1,805万円以下であるすべての納税者 

減税額 所得税 住民税 

納税者本人分 3 万円 1 万円 

同一生計または扶養親族 1 人につき 3 万円 1 人につき 1 万円 

※所得税や住民税の所得割から上記定額減税額が控除しきれない場合は、 

控除しきれなかった額が市から給付されます。 

■定額減税の実施に伴い、確定申告書第一表・第二表も様式が一部変更。 

２．所得金額調整控除の記入方法の変更 

３．子育て世代等の住宅ローン減税拡充に伴う項目追加 

４．申告書等への受付印押捺の廃止 

５．スマホとマイナポータル連携で便利に 所得税の納付期限は、 
令和７年３月１７日（月） 
振替納税を選択した方は、 
振替日４月２３日（水）  

ふるさと納税返礼品協力 
事業者を募集しています！ 

加東市では、ふるさと納税返礼

品を通じて加東市内の自慢の品や

サービスを全国に PR するため、返

礼品として商品やサービスをご提

供いただける事業者様を募集して

います。 

 

事業者様のご負担も少なく、ま

た、通信販売が未経験の場合も手

軽に始められる仕組みとなっていま

すので、お気軽にご相談ください。 

 

加東市 まちづくり政策部  

企画政策課 政策推進係 

 

電話番号：0795-43-0507 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人手不足解消に効果があるロボットやＩoＴなどの製品を導入するための経費を国が補助することにより、簡易で即効性がある
中小企業の省力化投資を促進し、売上拡大や生産性向上を図るとともに賃上げにつなげることを目的としてた補助金。 

中小企業省力化投資補助金 （電子申請にて随時申請受付中） 

経済社会の変化に対応するために中小企業等の事業再構築を支援することで日本経済の構造転換を促すことを目的とし

た補助金です。そのため、新市場進出、事業・業種転換、事業再編またはこれらの取組を通じた規模の拡大といった事業再

構築に意欲的な小規模事業者や中小企業等を支援するものです。 

 補助上限額 補助率 

成長分野進出枠 
（通常類型） 

中小企業者等、中堅企業ともに 
【従業員数 20 人以下】 100 万円～1,500 万円（2,000 万円） 
【従業員数 21～50 人】 100万円～3,000 万円（4,000 万円）  
【従業員数 51～100 人】100万円～4,000 万円（5,000 万円） 
 【従業員数 101 人以上】100万円～6,000 万円（7,000 万円）  
  （）内は短期に大規模な賃上げを行う場合 

中⼩企業者等 1/2(※2/3) 
中堅企業 1/3（※1/2） 
 
※短期に⼤規模な賃上げを
⾏う場合 

成長分野進出枠 
(GX進出類額) 

中小企業者等 
【従業員数 20 人以下】100 万円～3,000 万円（4,000 万円） 【従業員数
21～50 人】100 万円～5,000万円（6,000 万円） 【従業員数 51～100
人】100 万円～7,000 万円（8,000 万円） 【従業員数 101 人以上】100
万円～8,000 万円（１億円） 
中堅企業 100 万円～１億円（1.5 億円） 
  （）内は短期に大規模な賃上げを行う場合 

中⼩企業者等 1/2(※2/3) 
中堅企業 1/3（※1/2） 
 
※短期に⼤規模な賃上げを
⾏う場合 

＊その他「コロナ回復加速化枠（最低賃金類型）」「卒業促進上乗せ措置」「中長期大規模賃金引上促進上乗せ措置」があり

ます。詳しくは公募要領をご確認ください。 

＊本事業の申請には、「ＧビズＩＤプライムアカウント」 の取得が必要です。未取得の方は、必ず利用登録を行ってください。

発行には、一定期間を要しますので余裕を持ってご準備ください。同アカウントは事業者情報の再入力の手間を省くため、

採択後の手続きにおいても使用いただきます。 

＊詳細は、公募要領・申請書様式等をご確認ください。 

＊本補助金は審査があり、不採択になる場合があります。また、補助事業遂行には自己負担が必要となり、補助金は精算

払いとなります。 

＊事前着手制度は廃止されました。交付決定前に事業を開始された場合は、補助金の対象となりません。 

＊第 13 回目受付締切提出期限：令和 7 年 3 月 26 日（水）18：00 まで（厳守）（電子申請のみ） 

＊申請書作成は 1 か月程度の日数を要しますので支援を希望される事業所はお早めにご相談ください。 

【お問合せ】加東市商工会 経営支援課 TEL：0795-42-0253  https://jigyou-saikouchiku.go.jp/ 


